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Ⅱ 平成２６年度 佐呂間町財務書類 

【普通会計（一般会計）財務書類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





①貸借対照表の科目説明

■ 金融資産
◇ 資金

◇ 税等未収金

◇ 未収金

◇ 貸付金

◇ その他の債権

◇ 貸倒引当金

◇ 有価証券

◇ 出資金

◇ 基金・積立金

◇ その他の投資

■ 非金融資産
◇ 事業用資産

◇ インフラ資産

◇ 繰延資産

■ 流動負債
◇ 未払金及び未払費用

積立てる目的により、財政調整基金、減債基金、その他の基金・積立金に分類。【決算書：
「財産に関する調書」4.基金】、 退職手当組合積立金【健全化判断比率4⑤A表（3）】

発言権、意思の行使をしない出資及び出捐金。【決算書：「財産に関する調書」1.公有財産(5)
出資による権利：分収育林～佐呂間町農業担い手機構基金、(6)その他】

地方公共団体が政策目的をもって保有するもの。政策目的がなく保有するものは有価証券。
【決算書：「財産に関する調書」1.公有財産(5)出資による権利：地方公営企業等金融機構出資
金～北海道土地改良団体連合会出資金】

【　負　債　の　部　】

年度末の現金及び預金（３ヶ月以内の短期投資等）の残高で、決算書の歳入歳出差引額と歳計
外現金残高の合計額と一致。

町税や国・道支出金、寄附金、繰入金など、財源の調達に該当する科目の未収金額。【決算
書：町民税、固定資産税、軽自動車税、国保税、介護保険料、後期高齢者保険料の収入未済
額】

使用料及び手数料、財産収入など、経常的な収益に該当する科目の未収金額。（税等未収金以
外の未収金）【決算書：学校給食費負担金、住宅使用料、重度心身障害者医療扶助費不正利得
返還金等の収入未済額】

貸付先に対する融資残高。【決算書：「財産に関する調書」3.債権】

金銭債権（税等未収金、未収金等）に係る取立不能額。【過去3ヵ年分の平均不納欠損率（不納
欠損額／収入未済額）×収入未済額】

【　資　産　の　部　】

・未払金：基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定または合理的
　に見積もることができるもの。
・未払費用：一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合で、未だその対価の支
　払いを終えていないもの。

税等未収金、未収金及び貸付金以外の債権。

地方公共団体が保有している債券等及び政策目的以外の目的をもって保有する有価証券。【決
算書：「財産に関する調書」1.公有財産(4)有価証券】

資産形成のための資本的支出が行われ、将来の経済的便益の流入が見込まれる非金融資産。
（売却が可能な資産）【有形固定資産：土地、建物、立木竹、工作物、物品など　無形固定資
産：地上権、著作権・特許権、ソフトウェアなど】

資産形成のための資本的支出が行われたが、将来の経済的便益の流入が見込まれない非金融資
産。（売却が不可能な資産）【道路、河川、水道施設、下水道施設など】

新しい技術の開発費などで、すでに対価の支払いが完了または支払義務が確定しており、その
効果が将来にわたって利益をもたらすものと期待される費用。
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■ 流動負債（つづき）
◇ 賞与引当金

◇ 預り金（保管金等）

◇ 公債（短期）

■ 非流動負債
◇ 公債

◇ 借入金

◇ 退職給付引当金

■ 財源

■ 資産形成充当財源（調達源泉別）

■ その他の純資産
◇ 開始時未分析残高

【　純　資　産　の　部　】

町債のうち、翌年度中に償還する金額。

所得税や社会保険料、公営住宅敷金などの一時的に預かる現金。【出納閉鎖期間における歳計
外現金の残高】

税金や国庫支出金等、町が調達した償還不要の資源の蓄積額。

町が調達した資源を充当して資産形成を行った場合の資産残高。（減価償却費・直接資本減耗
相当額累計額の控除後）

開始貸借対照表において、資産形成に関する財源充当等が不明確なもの。以後、金額を固定
し、その他の純資産の内訳として独立の科目で表示。

町債のうち、償還予定が1年以上のもの。公債（短期）との合計額が年度末残高。

民間金融機関等からの借入残高のうち、返済予定が1年以上のもの。

退職手当のうち、すでに労働提供が行われている部分について、期末時点で必要となる総支給
額。【将来負担比率の算定に用いた「4⑤A表　退職手当支給予定額に係る負担見込額」総括表
（1）と（2）の合計】

基準日時点までの期間に対する期末・勤勉手当の金額。（翌期に支払う賞与の額）【期末・勤
勉手当支給額×4ヶ月／6ヶ月】
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※ 表示単位未満四捨五入のため、積上げ額と合計額が一致しない場合があります。 （単位：千円）

１．経常業務費用 2,480,814 E=A+B+C+D
①人件費 985,393 A

議員歳費 31,327
職員給料 777,876
賞与引当金繰入 54,711
退職給付費用 (82,052)
その他の人件費 203,530

②物件費 887,861 B
消耗品費 178,829
維持補修費 161,415
減価償却費 456,620
その他の物件費 90,997

③経費 571,643 C
業務費 11,643
委託費 481,159
貸倒引当金繰入 703
その他の経費 78,138

④業務関連費用 35,917 D
公債費（利払分） 34,360
借入金支払利息 357

1,200
２．移転支出 1,790,472 F

①他会計への移転支出 413,501
②補助金等移転支出 1,108,867
③社会保障関係費等移転支出 267,299
④その他の移転支出 806

経常業務収益 261,696 J=H+I
①業務収益 182,066 H

自己収入 182,066
②業務関連収益 79,630 I

受取利息等 14,411
65,219

【　経　常　収　益　】

経　常　収　益　合　計 261,696 K=J

純　経　常　費　用（純行政コスト） 4,009,590 L=K-G

　■行政コスト計算書【ＰＬ】

　●行政コスト計算書は、行政サービス提供のためにまちがどのような費用の使い方をしたかを
　　「経常費用」と「経常収益」に区分して計上し、その差し引きを「純経常費用（純行政コス
　　ト）」として計上します。

北 海 道 佐 呂 間 町

その他の業務関連外収益

その他の業務関連費用

【　経　常　費　用　】

経　常　費　用　合　計（総行政コスト） 4,271,286 G=E+F
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①行政コスト計算書の科目説明

■ 経常業務費用
◇ 人件費

◇ 物件費

◇ 消耗品費

◇ 維持補修費

◇ 減価償却費

◇ その他の物件費

◇ 業務費

◇ 委託費

◇ 貸倒引当金繰入

◇ その他の経費

◇ 公債費（利払分）

◇ 借入金支払利息

◇ 資産売却損

■ 移転支出
◇ 他会計への移転支出

◇ 補助金等移転支出

◇ 社会保障関係費等移転支出

固定資産を形成するための委託業務（建物建設、道路舗装改良等）以外で、外部に業務委託し
て行う経費。【設備等保守点検委託、清掃等委託等】

消耗品や事務用品の購入費用など、資産計上されない経費。【消耗品費、燃料費、食糧費、50
万円未満の備品購入費等】

修繕料や資産の機能維持のために必要な費用。【修繕料、固定資産として計上されない工事請
負費】

貸借対照表に計上されている道路や建物などの施設について、一定の耐用年数に基づき計算さ
れた当該会計期間中の負担となる資産価値減少金額。

消耗品費、維持補修費以外の物件費。【印刷製本費、光熱水費、通信運搬費】

業務に係る経費。【旅費、費用弁償】

【　経　常　費　用　】

議員報酬や職員給料、賞与引当金や退職給付費用など、「ヒト」に係る経費。

消耗品費、維持補修費、減価償却費及びその他の物件費に分類される「モノ」に係る経費。

町債にかかる利息。【町債償還利子】

他の団体、金融機関等からの借入金にかかる利息。

固定資産を売却した際の売却額が、台帳簿価（現在価額）より下回った場合に計上。

政策目的による補助金等の支出。【協議会負担金、事業費補助金等】

社会保障給付としての扶助費等の支出。【障害者自立支援費、老人日常生活用具扶助費等】

普通会計及び公営事業等特別会計の単体会計内の移転支出。【特別会計繰出金】

債権者から返済のないことが確定した金額及び返済の可能性が低いものして、合理的に見積
もった金額。

報償費、交際費、役務費、使用料及び借上料など。【手数料、各種保険料、駐車場・高速道路
使用料、車借上料等】
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■ 経常業務収益
◇ 自己収入

◇ 受取利息等

◇ 資産売却益

◇ その他の業務関連外収益

受取利息等以外の収益。【雑入】

固定資産を売却した際の売却額が、台帳簿価（現在価額）より上回った場合に計上。

町が保有する有価証券や貸付金から発生する受取配当金や受取利息など。【基金利子、株式配
当金】

町がその活動として一定のサービス等を提供する際に、当該サービスの対価として受け入れる
もの。【住宅使用料、コミュニティセンター使用料等】

【　経　常　収　益　】
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※ 表示単位未満四捨五入のため、積上げ額と合計額が一致しない場合があります。 （単位：千円）

１．財源の使途
①純経常費用への財源措置 4,009,590
②固定資産形成への財源措置 685,393

事業用資産形成への財源措置 568,583
インフラ資産形成への財源措置 116,810

③長期金融資産形成への財源措置 165,567
④その他の財源の使途 250,410

直接資本減耗 250,410
２．財源の調達

①税収 895,793
②移転収入 3,331,748

他会計からの移転収入 0
補助金等移転収入 3,266,857

国庫支出金 3,073,914
都道府県等支出金 192,943

その他の移転収入 64,891
③その他の財源の調達 756,964

固定資産売却収入（元本分） 21,361
長期金融資産償還収入（元本分） 26,373
その他財源調達 709,230

１．固定資産の変動
①固定資産の減少 1,115,912

減価償却費・直接資本減耗相当額 707,030
除売却相当額 408,882

②固定資産の増加 687,529
固定資産形成 685,393

事業用資産 568,583
インフラ資産 116,810

無償所管換等 2,136
２．長期金融資産の変動

①長期金融資産の減少 28,573
②長期金融資産の増加 248,075

３．評価・換算差額等の変動
①評価・換算差額等の減少 0

再評価損 0
②評価・換算差額等の増加 0

再評価益 0

219,502

0

　Ⅲ．そ　の　他　の　純　資　産　変　動　の　部 0

　■純資産変動計算書【ＮＷＭ】

　●純資産変動計算書は、純資産（これまでの世代が負担した部分）の１年間の動きを明らかに
　　することを目的に作成するもので、「財源変動の部」「資産形成充当財源の部」「その他の
　　純資産変動の部」に区分して計上します。

北 海 道 佐 呂 間 町

　前期末残高 16,697,743

当　期　変　動　額　合　計 ▲ 335,335

当　期　末　残　高 16,362,408

▲ 428,382

　Ⅰ．財　源　変　動　の　部 ▲ 126,455

　Ⅱ．資　産　形　成　充　当　財　源　変　動　の　部 ▲ 208,881

5,110,960

4,984,505

14



①純資産変動計算書の科目説明

■ 財源の使途
◇ 純経常費用への財源措置

◇ 固定資産形成への財源措置

◇ 長期金融資産形成への財源措置

◇ その他の財源の使途

■ 財源の調達
◇ 税収

◇ 他会計からの移転収入

◇ 補助金等移転収入

◇ その他の移転収入

◇ その他の財源の調達

◇ その他財源調達

■ 固定資産の変動
◇ 固定資産の減少

◇ 固定資産の増加

■ 長期金融資産の変動
◇ 長期金融資産の減少

◇ 長期金融資産の増加

上記以外の財源の使途で、直接資本減耗は、インフラ資産にかかる減価償却費。

税収、社会保険料、移転収入以外の財源の調達。【固定資産売却収入（土地・建物・物品売却
収入、長期金融資産償還収入（基金繰入金、貸付金償還金等）】

減価償却費、直接資本減耗相当額。

事業用資産の減価償却費相当額、インフラ資産の直接資本減耗相当額及び固定資産の除売却金
額で構成。このうち事業用資産の減価償却費相当額及びインフラ資産の直接資本減耗相当額
は、一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産価値減少金額を計
上。

固定資産形成及び無償所管換等（寄附など売買によらない資産）による保有資産の増加額。原
則、財源の使途における固定資産形成への財源措置と一致。

【　財　源　変　動　の　部　】

個人所得課税、法人所得課税など。【町税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式
等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金の合計額から滞納繰越分納入額
を差し引いた額】

普通会計及び公営事業等特別会計の単体会計内の移転収入。【特別会計繰入金】

町の活動に伴う経常費用に対応しない移転収入。【地方特例交付金、地方交付税、交通安全対
策特別交付金、国庫支出金、道支出金】

他会計からの移転収入、補助金等移転収入以外の移転収入。【分担金及び負担金】

行政コスト計算書（ＰＬ）で計算された純経常費用（純経常コスト）に支出した金額。

貸付金などの償還、出資金の引揚げ、有価証券の売却及び基金繰入による金額。

新たな長期金融資産のために支出した金額。原則、財源の使途における長期金融資産への財源
措置と一致。

事業用資産、インフラ資産形成のために支出した金額。【建物建設、改修工事、道路改良工
事、50万円以上の備品購入費等】

新たな長期金融資産のために支出した金額。【基金積立金、貸付金、出資金】

【　資　産　形　成　充　当　財　源　変　動　の　部　】
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■ 評価・換算差額等の変動
◇ 評価・換算差額等の減少

◇ 評価・換算差額等の増加

■ 開始時未分析残高

■ その他純資産の変動
◇ その他純資産の減少

◇ その他純資産の増加

②純資産変動計算書の内容

ア　財源変動の部

イ　資産形成充当財源変動の部

ウ　当期末残高

　固定資産については、減価償却費・直接資本減耗・除売却相当額が大きいことか

ら、４億２，８３８万２千円減少し、基金等の長期金融資産は、２億１，９５０万

２千円の増加となり、合計で２億８８８万１千円の減少となっています。

資産の再評価損や有価証券の評価差額等による増加金額。

基準モデルにおける概念で、新地方公会計適用初年度の期首において純資産の区分が不明確で
あるため、開始時における純資産を一括して表示。

　税収等において４９億８，４５０万５千円を調達し、５１億１，０９６万円を

使った結果、１億２，６４５万５千円の減少となっています。

　上記の結果、当期変動額の合計は、３億３，５３４万円の減少となり、１６３億

６，２４０万８千円となりました。

財源の使途または資産形成充当財源の減少に該当しない損益外での純資産の減少金額。

財源の調達または資産形成充当財源の増加に該当しない損益外での純資産の増加金額。

資産の再評価損や有価証券の評価差額等による減価金額。

【その他の純資産変動の部】

16



※表示単位未満四捨五入のため、積上げ額と合計額が一致しない場合があります。 （単位：千円）

Ⅰ．経常的収支
１．経常的支出 3,859,567 C=A+B
①経常業務費用支出 2,069,094 A
人件費支出 1,067,913
物件費支出 431,241
経費支出 568,740
業務関連費用支出（財務的支出を除く） 1,200

②移転支出 1,790,472 B
他会計への移転支出 413,501
補助金等移転支出 1,108,867
社会保障関係費等移転支出 267,299
その他の移転支出 806

２．経常的収入 4,487,829 H=D+E+F+G
①租税収入 894,482 D
②経常業務収益収入 261,752 F
経常収益収入 182,002
業務関連収益収入 79,750

③移転収入 3,331,594 G
他会計からの移転収入 0
補助金等移転収入 3,266,857
その他の移転収入 64,738

Ⅱ．資本的収支
１．資本的支出 850,960 M=J+K+L
①固定資産形成支出 685,393 J
②長期金融資産形成支出 165,567 K

２．資本的収入 31,819 Q=N+O+P
①固定資産売却収入 5,446 N
②長期金融資産償還収入 26,373 O

Ⅲ．財務的収支
１．財務的支出 638,429 V=T+U
①支払利息支出 34,717 T
公債費（利払分）支出 34,360
借入金支払利息支出 357

②元本償還支出 603,712 U
公債費（元本分）支出 582,213

公債（短期）元本償還支出 582,213
公債元本償還支出 0

借入金元本償還支出 0
借入金元本償還支出 0

その他の元本償還支出 21,499
２．財務的収入 898,876 Z=W+X+Y
①公債発行収入 879,800 W
公債発行収入 879,800

②その他の財務的収入 19,076 Y

基　礎　的　財　政　収　支

【　財　務　的　収　支　区　分　】

財　務　的　収　支 260,447 AA=Z-V

当　期　資　金　収　支　額

期　首　資　金　残　高

▲ 190,879 S=I+R

AB=S+AA

AC

AD=AB+AC期　末　資　金　残　高

　■資金収支計算書【ＣＦ】

北 海 道 佐 呂 間 町

　　●資金収支計算書は、現金収支の１年間の動きを明らかにすることを目的に作成するもので、「経常的収支」
　　　「資本的収支」「財務的収支」に区分して計上します。

【　経　常　的　収　支　区　分　】

69,568

164,048

233,616

【　資　本　的　収　支　区　分　】

経　常　的　収　支 628,262 I=H-C

資　本　的　収　支 ▲ 819,141 R=Q-M
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①資金収支計算書の科目説明

■ 経常的支出
◇ 経常業務費用支出

◇ 移転支出

■ 経常的収入
◇ 租税収入

◇ 経常業務収益収入

◇ 移転収入

■ 資本的支出
◇ 固定資産形成支出

◇ 長期金融資産形成支出

■ 資本的収入
◇ 固定資産売却収入

◇ 長期金融資産償還収入

◆ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

■ 財務的支出
◇ 支払利息支出

◇ 元本償還支出

■ 財務的収入
◇ 公債発行収入

◇ その他財務的収入

【資本的収支区分】

町債発行金額。

【経常的収支区分】

個人所得課税、法人所得課税など。【町税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式
等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金の合計額】

業務収入及び業務外収入。（受取利息等、その他の業務外収入）【施設使用料、公営住宅使用
料、戸籍住民等手数料、雑入等】

町の活動に伴い経常費用が発生する場合に、これに対応する財源として国や他団体等からの経
常的に支払われるもので、他会計繰出、補助金等移転、その他移転で構成。【特別会計繰入
金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、道支出金等】

町の経常活動に伴い継続的に発生する業務費用（人件費、物件費、経費にかかる支出）及び業
務外費用。（財務的支出に属する支払利息支出を除く）【議員報酬、給与費、費用弁償、町税
還付金等】

【財務的収支区分】

事業用資産、インフラ資産形成のために支出した金額。【建物建設、改修工事、道路改良工
事、50万円以上の備品購入費等】

経済的収支区分及び資本的収支区分の合計額。数値がプラスであれば、現在の行政サービスに
かかる費用が将来の世代に先送りすることなく、現在の税収などで賄えていることを示す。

他会計への繰出、補助金等・社会保障関係費等支出、その他の移転支出で構成。【負担金補助
金、扶助費、公課費等】

長期金融資産の償還金額。【基金繰入金、貸付金償還金等】

新たな長期金融資産のために支出した金額。【基金積立金、貸付金、出資金】

固定資産の売却金額。【土地・建物・物品売却収入】

町債にかかる利息及び他の団体、金融機関等からの借入金にかかる利息。【町債償還利子】

町債、借入金等に係る元本償還、借入金元本償還及び歳計外現金の払出金額。【町債償還元
金、公立学校共済組合住宅建設償還金、共済投資住宅賃貸料償還金】

歳計外現金の受入金額。
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②資金収支計算書の内容

ア　経常的収支

イ　資本的収支

ウ　基礎的財政収支（プライマリーバランス）

エ　財務的収支

　町債の発行と償還元金及び利子の収支で、プラスであれば町債残高が増加、マ

イナスであれば減少していることとなります。本年度は、２億６，０４４万７千

円が増加したこととなります。

　固定資産形成などの資本的支出から固定資産売却収入などの資本的収入を差し

引いた額は、８億１，９１４万１千円となっています。今後想定される各公共施

設等の維持修繕費など、将来の負担に備えるため、基金などの長期金融資産や固

定資産の形成に対し、国や道の補助金、町債、税などあわせて８億５，０９６万

円を投入しています。

　税金などの経常的収入から、人件費などの経常的支出を差し引いた額は、６億

２，８２６万２千円となっています。地方公共団体は、営利を目的とした企業で

はないため、極端にプラスの額が大きいことは、住民負担の割合に対してサービ

スが少ないということになります。資本的収支や財務的収支の額などとの総合的

な判断が必要となります。

　基礎的財務収支は、▲１億９，０８７万９千円となっており、資本的収支のマ

イナス額が経常的収支のブラス額の範囲を超えています。基礎的財政収支の額が

ゼロ（均衡）またはプラスであれば、行政サービスを町債に頼ることなく賄われ

ているといえますが、２６年度はクリニックさろま建設事業において、財源の多

くを公債発行に依存したことが主な要因としてあげられます。
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